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第
四
条
に
次
の
一
項
を
加
え
る
。

２

前
項
た
だ
し
書
に
規
定
す
る
「
警
戒
区
域
等
」と
は
、

東
日
本
大
震
災
（
平
成
二
十
三
年
三
月
十
一
日
に
発
生

し
た
東
北
地
方
太
平
洋
沖
地
震
及
び
こ
れ
に
伴
う
原
子

力
発
電
所
の
事
故
に
よ
る
災
害
を
い
う
。
以
下
同
じ
。）

に
関
し
て
原
子
力
災
害
対
策
特
別
措
置
法
（
平
成
十
一

年
法
律
第
百
五
十
六
号
）
第
十
五
条
第
三
項
又
は
第
二

十
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
内
閣
総
理
大
臣
又
は
原
子

力
災
害
対
策
本
部
長
（
同
法
第
十
七
条
第
一
項
に
規
定

す
る
原
子
力
災
害
対
策
本
部
長
を
い
う
。）が
市
町
村
長

（
特
別
区
の
長
を
含
む
。
以
下
同
じ
。）又
は
都
道
府
県

知
事
に
対
し
て
行
つ
た
次
の
各
号
に
掲
げ
る
い
ず
れ
か

の
指
示
の
対
象
と
な
つ
た
区
域
を
い
う
。

一

原
子
力
災
害
対
策
特
別
措
置
法
第
二
十
八
条
第
二

項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
さ
れ
る
災
害
対

策
基
本
法（
昭
和
三
十
六
年
法
律
第
二
百
二
十
三
号
）

第
六
十
三
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
警
戒
区
域
の
設

定
を
行
う
こ
と
の
指
示

〇
経
済
産
業
省
令
第
二
十
一
号

統
計
法
（
平
成
十
九
年
法
律
第
五
十
三
号
）
第
十
八
条

の
規
定
に
基
づ
き
、
商
業
統
計
調
査
規
則
の
一
部
を
改
正

す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

平
成
二
十
六
年
四
月
二
十
一
日

経
済
産
業
大
臣

茂
木

敏
充

商
業
統
計
調
査
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

商
業
統
計
調
査
規
則
（
昭
和
二
十
七
年
通
商
産
業
省
令

第
六
十
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
三
条
中
「
六
月
一
日
」
を
「
七
月
一
日
」に
改
め
る
。

第
四
条
中
「
統
計
調
査
に
用
い
る
産
業
分
類
並
び
に
疾

病
、
傷
害
及
び
死
因
分
類
を
定
め
る
政
令
の
規
定
に
基
づ

き
、
産
業
に
関
す
る
分
類
の
名
称
及
び
分
類
表
を
定
め
る

等
の
件
（
平
成
十
四
年
三
月
七
日
総
務
省
告
示
第
百
三
十

九
号
）
に
定
め
る
日
本
標
準
産
業
分
類
に
掲
げ
る
大
分
類

Ｊ
e

卸
売
・
小
売
業
」
を
「
法
第
二
条
第
九
項
に
規
定
す

る
統
計
基
準
で
あ
る
日
本
標
準
産
業
分
類
に
掲
げ
る
「
大

分
類
Ｉ
e

卸
売
業

小
売
業
」」に
改
め
、
同
条
に
次
の
た

だ
し
書
を
加
え
る
。

た
だ
し
、
次
項
に
規
定
す
る
警
戒
区
域
等
を
そ
の
区

域
に
含
む
調
査
区
分
に
あ
る
事
業
所
（
避
難
解
除
等
区

域
（
福
島
復
興
再
生
特
別
措
置
法
（
平
成
二
十
四
年
法

律
第
二
十
五
号
）
第
四
条
第
五
号
に
規
定
す
る
避
難
解

除
等
区
域
を
い
う
。）に
あ
る
事
業
所
を
除
く
。）又
は
国

及
び
地
方
公
共
団
体
に
属
す
る
事
業
所
に
つ
い
て
は
、

こ
の
限
り
で
な
い
。

〔
省

令
〕

〇
商
業
統
計
調
査
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る

省
令
（
経
済
産
業
二
一
）

J

〇
特
定
サ
ー
ビ
ス
産
業
実
態
調
査
規
則
の
一

部
を
改
正
す
る
省
令
（
同
二
二
）

K

〔
告

示
〕

〇
標
準
旅
行
業
約
款
の
一
部
を
改
正
す
る
件

（
消
費
者
庁
・
観
光
庁
一
）

K

〇
除
籍
の
一
部
が
滅
失
し
た
件

（
法
務
一
八
三
）

M

〇
日
本
国
に
帰
化
を
許
可
す
る
件

（
同
一
八
四
）

〇
国
会
議
事
堂
等
周
辺
地
域
及
び
外
国
公
館

等
周
辺
地
域
の
静
穏
の
保
持
に
関
す
る
法

律
に
基
づ
く
告
示
（
外
務
一
四
四
）

N

〇
肉
用
子
牛
生
産
安
定
等
特
別
措
置
法
第
五

条
第
九
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
平
均
売
買

価
格
を
告
示
す
る
件（
農
林
水
産
五
七
〇
）

O

〇
保
安
林
の
指
定
を
す
る
件

（
同
五
七
一
〜
五
七
八
）

〔
公

告
〕

諸
事
項

官
庁財

団
、
建
設
業
の
許
可
の
取
消
処
分
関
係

J
K

裁
判
所

相
続
、
準
禁
治
産
、
失
踪
、
破
産
、免
責
、

特
別
清
算
、
船
舶
所
有
者
等
責
任
制
限
、

再
生
関
係

J
M

〇
保
安
林
の
指
定
を
解
除
す
る
件

（
同
五
七
九
〜
五
八
八
）

P

〇
輸
出
貿
易
管
理
令
第
四
条
第
二
項
の
規
定

に
基
づ
く
経
済
産
業
大
臣
が
告
示
で
定
め

る
貨
物
の
一
部
を
改
正
す
る
件

（
経
済
産
業
八
九
）

Q

〇
建
築
基
準
法
の
規
定
に
基
づ
く
指
定
確
認

検
査
機
関
の
指
定
等
を
し
た
件

（
国
土
交
通
五
一
六
）

Q

〇
登
録
建
築
物
調
査
機
関
の
事
業
所
の
所
在

地
を
変
更
し
た
件（
同
五
一
七
、
五
一
八
）

〔
国
会
事
項
〕

Q

〔
人
事
異
動
〕

内
閣

人
事
院

総
務
省

Q

〔
叙
位
・
叙
勲
〕

R

〔
皇
室
事
項
〕

J
J

〔
官
庁
報
告
〕

官
庁
事
項

様
似
地
区
に
係
る
特
定
漁
港
漁
場
整
備
事
業

計
画
に
基
づ
く
特
定
漁
港
漁
場
整
備
事
業
の

廃
止
の
公
表
に
つ
い
て
（
農
林
水
産
省
）

J
J

登
録
電
子
海
図
情
報
表
示
装
置
講
習
の
登
録

に
関
す
る
公
示
（
国
土
交
通
省
）

産

業

日
本
工
業
規
格
（
経
済
産
業
省
）

J
J

特
殊
法
人
等

総
務
省
共
済
組
合
定
款
の
一
部
変
更
、
企

業
年
金
基
金
解
散
・
清
算
人
就
任
・
合
併

関
係

K
R

会
社
そ
の
他

L
I

˜
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